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要求獲得のためのオントロジを
Webマイニングにより拡充する手法の提案と評価
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概要：ソフトウェア技術者がソフトウェアシステムの要求獲得を行うためには，システムを適用する問題
領域の知識が必須である．ドメインオントロジ等の問題領域の知識の明示的な記述は，要求獲得結果を完
全かつ正当にすることに貢献する．ドメインオントロジ等の利用を想定した要求獲得技法はいくつか提案
されている．そして，対象分野に関する文書をまとめたり，当該分野の専門家から情報を抽出したりする
ことで，ドメインオントロジを作成することはできる．しかし，一般に要求獲得を行う技術者は問題分野
の専門家ではないため，分野に特化した情報のみから構成されるドメインオントロジだけでは，要求獲得
を漏れなく誤りなく行うことは難しい．本稿では，Webマイニングの技術を用いてドメインオントロジに
技術者がドメイン知識を理解するのに有益な知識を追加し，ドメインオントロジを拡充する手法とツール
を提案する．提案手法では，まず，ドメインオントロジにすでに含まれる概念を検索語として用いて，当
該概念に追加すべき概念の候補群をWebから自動的に収集する．そして，既存概念ごとに，既存概念との
関連の深さや，Web上の文書における出現頻度や分布に基づき，候補群のランク付けを自動的に行う．こ
れらのランク付けに基づき技術者がオントロジの拡充を行う．拡充されたオントロジが要求獲得結果の漏
れのなさ，誤りの少なさを改善できることを，比較実験を通して確認して結果も示す．
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Abstract: Software engineers require knowledge about a problem domain when they elicit requirements for
a system about the domain. Explicit descriptions about such knowledge such as domain ontology contribute
to eliciting such requirements correctly and completely. Methods for eliciting requirements using ontology
have been thus proposed, and such ontology is normally developed based on documents and/or experts in the
problem domain. However, it is not easy for engineers to elicit requirements correctly and completely only
with such domain ontology because they are not normally experts in the problem domain. In this paper, we
propose a method and a tool to enhance domain ontology using Web mining. Our method and the tool help
engineers to add additional knowledge suitable for them to understand domain ontology. According to our
method, candidates of such additional knowledge are gathered from Web pages using keywords in existing
domain ontology. The candidates are then prioritized based on the degree of the relationship between each
candidate and existing ontology and on the frequency and the distribution of the candidate over Web pages.
Engineers finally add new knowledge to existing ontology out of these prioritized candidates. We also show
an experiment and its results for confirming enhanced ontology enables engineers to elicit requirements more
completely and correctly than existing ontology does.
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1. はじめに

ソフトウェアシステムは単独で利用されることはほとん

どなく，現実世界の問題を解決するために，ハードウェア，

人間，既存の他のシステム等とともに利用される．たとえ

ば，EasyChair等の国際会議開催支援システムは，論文投

稿，査読過程，結果通知等の人間が行う作業，Webサーバ

や電子メール等の外部システムとの連携が重要である．本

稿では類似した問題に関連する事物の集まりをドメインと

呼ぶ．要求分析者はあるドメインに関係する問題を解決す

るシステム構築において，当該ドメインを理解し，考慮す

る必要がある．ドメインを理解し，考慮するための最も効

果的な方法は，ドメイン専門家とともに作業を行うことで

ある．しかし，そのような専門家は一般に多忙なため，頻

繁に共同作業が可能とはいえない．加えて，要求分析者が

ドメインに関する一定の知識を有していなければ，専門家

は真面目に相手をしてくれないであろう．よって，要求分

析者はドメインに関する知識を自力で可能な限り，獲得し

ておく必要がある．

ドメイン知識に関する明示的な記述や文書を参照するこ

とは，要求分析者がドメイン知識を得る手段の 1 つとし

て妥当なものであり，ドメインオントロジはそのような記

述や文書の典型例である．ほとんどのドメインオントロジ

は，知識の単位を概念と呼び，概念を節として，概念間の関

係を枝とするグラフ構造で記述される．そのようなグラフ

構造を参照することで，分析者は当該ドメインの理解を深

めることができる．また，推論機構を提供することで，直

接に記述してある以上の情報を容易に得られるオントロジ

もある．このような理由から，ドメインオントロジを利用

した要求獲得技法は数多く提案されている [1], [2], [3], [4]．

これらの技法の多くは利用するオントロジの品質に大きく

依存するにもかかわらず，オントロジをどのように獲得や

構築するかについての議論はあまり行われていない．

要求分析のためのドメインオントロジの構築法として典

型的なものとして，ドメインの専門家に作成を依頼したり，

ドメインに関する文書をまとめたりする方法がある．どち

らの場合でも，オントロジは当該ドメインに特化した内容

のみで構成されがちであり，ドメインの専門家ではない要

求分析者が理解するには難しいことがある．よって，ドメ

インの専門家ではない要求分析者が，ドメインに特化した

知識を理解する助けになる情報を追加することが有効であ

る．たとえば，国際会議開催支援システムの要求獲得にお

いては，Web上の共同作業を支えるメカニズム（たとえば
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電子投票や電子掲示板等）の一部が，論文査読過程の一部

を理解し，要求を構築する助けになる．しかし，そのよう

な査読過程に特化していないメカニズムは，国際会議開催

支援に関するドメインオントロジから漏れている場合もあ

る．また，そのようなメカニズムは特定ドメインに関係な

く進歩している場合が多い．たとえば，Twitter等の技術

も国際会議開催支援で利用可能と思われるが，当該ドメイ

ンとは関係なく進歩してきたものである．よって，我々は

要求分析者の便宜のために，ドメインから独立した資源を

用いて，ドメインオントロジの品質，特に要求分析者がオ

ントロジを利用する際の可用性を改善する必要がある．

そこで，本稿ではドメインに特化した概念を補足する概

念を追加することで，ドメインオントロジを拡充するため

の手法を提案する．国際会議開催支援システムの例でいえ

ば，当該システムや業務に関する知識に加えて，それらを

支えうるメカニズムや技術に関する知識を，要求分析者が

参照できるような支援することである．要求分析者はコン

ピュータ技術者の一種であるため，このような技術知識は，

ドメイン知識を理解する助けになると思われる．追加す

る補足概念はWebページから獲得することとする．Web

ページ上の情報は比較的すばやく更新されているものもあ

るため，多数の新しい概念を追加できる可能性がある．詳

細は 4 章で説明するが，本手法では，語の共起関係や頻

度等の軽量化自然言語処理に基づく情報を用いるため，追

加する補足概念候補の収集を自動的に遂行することができ

る．我々は提案手法を遂行するための支援ツール OREW

の構築も行い，OREWを用いた比較実験を通して手法の

評価も行った．

本稿の構成は以下のとおりである．次章では，なぜオン

トロジの拡充が重要であるか，および，どのような概念を

拡充することが有効であるかを説明するために，関連研究

を概観する．3 章では，ドメインオントロジを利用する要

求獲得法の 1つである ORE法の紹介をする．次に 4 章に

おいてオントロジ拡充法を説明し，5 章において拡充法の

実施を支援するツール OREWを紹介する．6 章において

提案するオントロジ拡充法の評価のための実験とその結果

を示す．実験から，拡充されたオントロジを用いる場合，

拡充前のオントロジを用いた場合よりも，漏れも誤りも少

ない要求獲得ができることが分かった．最後にまとめと今

後の展望を述べる．

2. 関連研究

本稿ではドメインという言葉を類似した問題に関係する

事物の集合としている．ソフトウェアプロダクトラインの

分野では，ドメインを識別し再利用することが有益である

とされている [5]．一方，オントロジという語句の最も有

名な定義の 1つは “formal explicit specification of shared

conceptualization” [6]である．よって，ドメインオントロ
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ジとは，類似する問題に関連する事物の明示的な仕様であ

ると考えてよい．

ソフトウェア工学の分野でオントロジは広く利用されて

いる [7]．たとえば，ドメインオントロジがプログラム理

解に利用されている [8]．要求工学分野では，ドメインオ

ントロジを利用した要求獲得技法が数多く研究されてい

る [1], [2], [3], [4]．ドメインオントロジは要求項目の抜け

や誤りを分析者が検出するのに利用される場合がある．こ

れらの技法では高品質なドメインオントロジが存在するこ

とが前提となっている．しかし，実際には高品質のオント

ロジを取得したり作成したりすることは容易ではない．そ

れゆえ，高品質なオントロジをどのように作成するかにつ

いての研究が必要となる．

要求獲得のためのドメインオントロジを作成するツール

として TCORE [9]が提案されている．TCOREによって，

類似した問題領域に関する複数の技術文書（マニュアルや

仕様）から，オントロジを作成することができる．しかし，

TCOREで作成されたオントロジを用いて要求獲得を行っ

た場合でも，オントロジによって獲得できた要求項目はお

よそ 6割であり，残りはWebページ等の一般的なリソース

に基づき獲得が行われたことが報告された [10]．よって，

我々はそのような一般的な情報リソースの有効活用を検討

しなければならない．

文献 [11]では，要求獲得で必要な知識を，(a)問題領域

の知識，(b)コンピュータシステムの実現技術や環境に関

する知識，(c)要求仕様書の文書化に関する知識，(d)イン

タビュやワークショップ等の要求獲得方法に関する知識の

4通りに分類している．文献 [11]では，(a)と (b)がドメイ

ンに特化した知識とされているが，本稿では，(a)のみをド

メインに特化した知識とする．なぜならば，問題領域の業

務はコンピュータとは無関係に遂行される場合があり，コ

ンピュータに関する知識は，異なる多数のドメインで，共

通して利用される場合があるからである．また，本稿で提

案する手法の利用は，要求分析者としての知識は保有して

いることを想定しているため，知識 (c)，(d)に関する知識

の拡充は行わない．要求分析者が上記 (a)のような問題領

域の知識，たとえば，株式取引や医療事務等を理解するた

めには，(a)と (b)の知識を関連付けて提供することは有用

だと考えられる．なぜならば，要求分析者は技術者の一種

であるため，実現技術や環境に関する知識はある程度以上

保有しているため，適用可能な技術から，問題領域の概念

を理解しやすいからである．たとえば，医療事務における

患者の情報は，担当医，技師，事務職員等が異なる権限に

基づき，異なるアクセスを行う．このような概念を，要求

分析者は，コンピュータシステムのアクセスコントロール

の技術と対応付けて，的確に理解することが可能である．

一方，知識を表現する語句の文法的な特徴から，名詞で

ある語句が，ドメインを強く特徴付けているという報告も

ある [12]．この報告では，名詞のみに着目したほうが，ソ

フトウェア成果物間のトレーサビリティを高品質に確立す

ることができることが述べられている．この報告における

研究自体，ソフトウェアに関する文書等の特定分野の文書

では，名詞が他の品詞に比べて，文書の意味の反映してい

ることに基づいている [13], [14]．たとえば，「保存する」，

「送付する」，「確認する」，「便利に」，「安全に」，「素早く」

等，名詞以外の動詞，副詞等は特定のドメインを特徴付け

ているとはいえない．一方，「患者」，「カルテ」，「処方箋」

等，名詞に相当するものは，特定のドメインを特徴付けて

いるといえる．

一般的なオントロジの作成を支援する研究はいくつか存

在し [15], [16], [17]，ほとんどは自然言語処理技術を利用し

ている．ある技法では既存の辞書を利用し [18]，別の技法

群ではWeb検索（Web Crowling）を用いる [19], [20], [21]．

Protege，OntoEdit，KAON，WebODE，TEXT-TO-ONTO

等，オントロジ作成支援ツールは数多く存在し，それらを

比較検討した文献も見られる [22], [23]．これらのツールで

作成されるドメインオントロジも，上記に示した (a)問題

領域の知識のみを含むものであり，(a)の知識を (b)コン

ピュータの知識で補う必要がある．

オントロジを拡充する手段の 1つとして，既存のオント

ロジを併合する手法群 [24], [25], [26]がある．これらの手

法は，同一ドメインのオントロジを併合し，より漏れが少

なく，矛盾のないオントロジの構築を目指している．その

ため，これらの技法の評価は Precision（精度）と Recall

（再現率）を用いて行われている．本稿では，このような包

括的なオントロジの構築を目指しているのではなく，要求

分析者がドメインオントロジを理解し，利用する補足とな

る情報を追加することが目的であるため，これら手法群と

は目的が異なる．

3. ORE法について

本章では，ドメインオントロジを利用した要求獲得手

法の 1つである Ontology based Requirements Elicitation

（ORE）[3]を紹介する．ORE法を紹介する理由は以下の

とおりである．第 1に本稿で説明するオントロジ拡充手法

の理解を深めるためには，ドメインオントロジを用いた具

体的な要求獲得手法を利用するのが適切だからである．な

お，本稿で提案するオントロジ拡充手法は ORE法に特化

したものではない．第 2に，5 章で紹介するオントロジ拡

充支援ツールは ORE法のデータ構造に特化して構築され

ているため，ツールの説明のために ORE法に関する解説

が必要となる．第 3に ORE法に基づくオントロジを用い

た要求獲得支援システムが存在するため，そのシステムを

用いて拡充されたオントロジの評価を効率的に行うことが

できるためである．我々は拡充前のオントロジと拡充後の

オントロジの利用結果の比較を通して，拡充されたオント

c© 2012 Information Processing Society of Japan 497



情報処理学会論文誌 Vol.53 No.2 495–509 (Feb. 2012)

図 1 ORE 法におけるドメインオントロジを利用した要求獲得法

Fig. 1 How to elicit requirements using a domain ontology in

ORE.

ロジの評価を行う．もし，支援システムを利用しなければ，

拡充されたオントロジによる効果には関係ない因子，たと

えば，被験者の違いによる既存の要求項目とオントロジ中

の概念との対応付け技能の違い（図 1 の上下の対応付け）

による影響を実験結果から排除しなければならない．支援

システムの利用によって，オントロジの拡充の効果には関

係ない，被験者の差異から生まれる因子を事前に排除する

ことができるため，評価を効率的に行うことができる．

図 1 に ORE法を用いた要求獲得において，ドメインオ

ントロジがどのような役割を担うかを説明する．この図は

個々の要求仕様書に相当する “A requirements document

S”とラベル付けされている上部の層と，ドメインオント

ロジに相当する “Domain Ontology O”とラベル付けされ

ている下部の層に分かれている．上部の層に列挙された文

が個々の要求項目群に相当し，下部の層に描かれたクラス

図風のグラフ構造がオントロジに相当する．グラフの節が

当該ドメインにおける概念に相当し，その概念を表す語句

でラベル付けされている．さらに，それぞれの概念は，そ

の内容によって処理に相当する概念（function），データに

相当する概念（object）等の型情報が付記されている．概

念間の関係は is-a，has-a，一方が他方を必要とする関係

（require），相互に相容れない関係（contradict）等の一般

的な関係から，objectに functionを適用する関係（apply）

等，情報システムに特化した関係も定義されている．

要求分析者は初期要求に相当する要求項目群を文書とし

てステークホルダから獲得しておく．次に，それぞれの要

求項目群に含まれる語句を表す概念を探すことで，要求項

目と概念を関連付ける．たとえば，図 1 では，要求項目 1

に概念「機密保持」と概念「多段階の認証」に相当する語

句が含まれるため，要求項目 1とこれらの概念が関連付け

られている．要求項目と関連付けられた概念と関係がある

概念を利用して，不足している要求項目や矛盾した要求項

目群を予測することができる．たとえば，概念「図書」と

「貸し出し」は既存の要求項目 2と関連付けられており，概

図 2 ORE 法のドメインオントロジの実例（一部）

Fig. 2 A part of an example of an ORE domain ontology.

念「利用者」は「貸し出し」から必要（require）とされて

いる．しかし，概念「利用者」に関連する要求項目は存在

しない．そこで，ORE法では，概念「利用者」を含むよう

な要求項目の追加を要求分析者に推薦する．推薦結果と効

果については文献 [10]を参照されたい．概念「多段階の認

証」は要求項目 1に関連付けられ，概念「使いやすさ」は

要求項目 3に関連付けられている．オントロジ上にこれら

2つの概念は相互に矛盾する（contradict）という情報があ

るため，関連する要求項目の双方もしくは片方を削除もし

くは修正する必要性があるかもしれないことを，ORE法

は分析者に助言する．助言結果と効果については文献 [27]

を参照されたい．ドメインオントロジに十分な情報が含ま

れていれば，上記のような要求項目の評価と，評価に基づ

く分析者による更新を繰り返すことで，より完全かつ正当

な要求項目群にすることが可能となる．

図 2 に具体的な ORE オントロジの例を示す．この例

は図書館等の図書管理システムのためのドメインオント

ロジである．たとえば，概念 “publication”の一種として

“a book”と “magazine”があり，“publication”に対しては

“add”という機能（function）を適用（apply）することがで

きる．概念および関連に付記されている function，object，

apply，perform等は型を示しており，情報システムの要求

定義に有用な型を事前に準備している [3]．また，型の情報

を用いて推論規則を記述することができ，これらの推論規

則によって，ORE法のオントロジは記述されている直接

的な関連以上の情報を引き出すことができる．推論規則は

以下の例に示すように，Conditionと Actionの 2つの部分

に分かれており，Conditionが成り立つ場合，Actionに示

すような要求項目の追加，更新を示唆する．この示唆に基

づき，ORE法では要求項目群の更新を要求分析者が行う．
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• Conditions:

– ある要求項目が，オントロジ中の object型のある概

念 Oと，function型のある概念 F1に対応付く．

and

– オントロジ上で，Oは F1以外の function型の概念

F2と apply型の関係で持っている．

• Action:

– Oと F2に関連付くような新たな要求項目を追加する

ことを示唆する．

既存の要求仕様書に “A copy of a book shall be checked

out”という要求項目がすでに存在し，図 2 のオントロジが

ORE法において利用可能だとする．この場合，上記推論

規則の Oと F1は，それぞれ “a copy of a book”，“check

out”に対応し，F2は “return”もしくは “add copy”に対応

する．そこで，上記推論規則の Actionに基づき，“a copy

of a book”と “return”が関連付くような新たな要求項目，

たとえば “A copy of a book shall be returned”の追加を

ORE法では示唆することができる．

4. オントロジ拡充法

4.1 オントロジ拡充への要求

1章で述べたように，要求分析者が十分に理解している

ドメインに依存しない知識（たとえばコンピュータシステ

ムの知識）とともに，ドメインに特化した知識を提供する

ことで，要求分析者はドメインに特化した知識を理解しや

すくなる．たとえば，国際会議開催支援オンラインシステ

ムの場合，論文査読の概念と，オンライン投票システムの

概念を関連付けることで，論文査読の概念を要求分析者が

理解しやすくなる．しかし，ドメインに依存した知識の理

解に貢献しない知識を追加しても意味がない．国際会議開

催支援オンラインシステムの例では，オンラインシステム

の機能の多くが，TCP（transmission control protocol）を

利用して構築されているとしても，TCP自体の知識はド

メイン知識の理解にあまり貢献しない．ドメインに依存し

ない知識は，ドメインに特化した文書や人物等の資源だけ

から獲得することは容易でないと思われる．そこで，ドメ

インに依存しない知識を，ドメインに特化しない資源から

収集する手法が必要である．

4.2 拡充法の概要

本拡充法は，既存のオントロジに，要求分析者にとって

補足となる情報を追加することが目的である．また，拡充

されたオントロジは複数の要求分析者に再利用することを

想定している．よって，方法の実施は，分野の専門家と要

求分析者が協力して実施するのが望ましい．しかし，要求

分析者側が利用することを考えれば，ある要求分析者が分

野の専門家の助言を得ながら拡充するのが現実的である．

Web上には多種多様な文書が存在するため，既存のドメ

図 3 オントロジ拡充法の概要

Fig. 3 An overview of our ontology enhancement method.

インオントロジに含まれる概念を表す語句を用いて検索を

行うことで，当該ドメインの理解の助けになる概念を表す

語句を収集することが可能である．そこで，我々は 4.1 節

の要求にある，ドメインオントロジに追加すべき概念を，

Webマイニングによって収集することとした．Webマイ

ニングによるオントロジ拡充法の概要を図 3 に示す．手法

の主たる入力はあるドメインに特化した概念を含むドメイ

ンオントロジである．入力は空のオントロジではなく，い

くつかの既存概念を含んでいなければならない．このドメ

インオントロジは図に示す 4つのステップを踏んで拡充さ

れる．それぞれのステップは本章の続きで詳説するが，簡

単な概要をここで紹介する．既存概念すべてを検索条件と

してWeb検索をしても，条件が厳しすぎるため，検索結

果が出ない場合がある．そのために，既存概念を意味のあ

るグループ（サブオントロジ）に分割する（Step 1）．次に

それぞれのサブオントロジごとに検索を行い，Webページ

を収集する（Step 2）．収集したページ内のそれぞれの文

に着目し，文単位で既存概念と共起関係にある語句を追加

すべき概念の候補とする（Step 3）．共起関係にない概念

は，既存概念の補足とならないと見なし候補としない．最

後に，候補となった概念を既存概念ごとに提示し，対話的

に概念を追加する（Step 4）．1度拡充されたオントロジを

再度入力として，拡充を繰り返してもよい．繰り返すか否

かは本拡充手法を実施する者が主観的に判断してよい．

本拡充法では，文中の語句とその品詞，および語句の係

り受け関係のみを利用し，複雑な自然言語処理を必要とし

ない．また，品詞および係り受けが存在する自然言語，た

とえば英語や日本語であれば適用可能である．

4.3 ステップ 1：オントロジをサブオントロジに分割

あるドメインに特化した入力であるオントロジに含まれ

る概念の中にも，それほどドメインに特化していない概念

もある．たとえば，ある種の機能や品質，制約等を表す概

念は多数のドメインに利用される一般的なものである場合
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が多い．もし，そのような一般的な概念がWebマイニング

に利用されてしまうと，当該のドメインにあまり関係のな

い概念も検索されてしまう．そこで，我々はこのような一

般的な概念をWebマイニングの前に除外する．入力オン

トロジが 3 章で述べた ORE法に準拠するオントロジの場

合，function，quality，constraintの型を持つ概念を自動的

に除去する．これらの概念が他の objectや actor等の概念

と比べて一般的であることは，ORE法で利用するオント

ロジの実例のレビューを通して判断した．レビューの根拠

は 2 章で紹介した，名詞が他の品詞に比べて文書の意味の

反映していることに基づいている [13], [14]という文献であ

り，ORE法における object，actorは名詞に相当し，それ

以外は名詞以外に相当するためである．constraintも名詞

に相当するが，「二日以上」，「十人以内」等，語句としてド

メインを特徴付けることが少ないため除外した．function，

qualityの型の概念は，「保存する」，「送付する」，「確認す

る」，「便利に」，「安全に」，「素早く」等，ドメインを特徴

付けているとはいいがたい概念が多かった．

入力オントロジから上記のような一般的なオントロジを

除外した後でも，オントロジは多数の概念を保持している

場合が多い．それらすべての概念を利用してWebマイニ

ングを行った場合，ほとんど情報を検索できない恐れがあ

る．また，1つのドメインオントロジの中にも，他の概念

に比べて結び付きの強いオントロジ群が存在する場合があ

る．たとえば，銀行システムのドメインオントロジの場合，

預金に関連が深い概念群，ローンに関係の深い概念群等が

見出せる．我々は 1つのドメインオントロジ内にあるこの

ような概念群をサブドメインオントロジもしくはサブドメ

インと呼ぶことにする．サブドメインに分割することで，

Webマイニングを行った場合，ほとんど情報を検索できな

いという問題を回避することができる．

我々はオントロジを概念を節とするグラフと見なし，サ

ブドメインを自動的に識別するために，媒介中心性 [28]と

呼ばれる指標を用いることにした．媒介中心性の値はグラ

フ中の各節に定義され，直感的にはグラフ中である節を通

過する経路が多いほど，媒介中心性の値は大きい．グラフ

G(V,E) 上のある節 v ∈ V の媒介中心性の形式的な定義は

以下である．

BC(v) =
∑

s,t∈V where s �=t

σs,t(v)
σs,t

ただし，σs,t は sと tの間の最短経路の数であり，σs,t(v)

は vを通過する sと tの間の最短経路の数である．

我々は一定の値以上の媒介中心性を持つ概念をサブドメ

インの中心となる概念とすることにした．中心とならない

それぞれの概念 cについて，最も距離の近い中心概念が属

するサブドメインに cを追加することで，サブドメインを

構成することにした．ある概念から複数の中心概念への距

離が等しい場合があるため，いくつかの概念は複数のサブ

ドメインに属する場合がある．

4.4 ステップ 2：Webページの収集

それぞれのサブドメインについて，Google等のサーチエ

ンジンを用いて，Webページの検索を行う．サブドメイン

に含まれる概念の名称がすべて含まれていることを検索式

とする．ORE法におけるオントロジの場合，図 2 に示す

ように，個々の概念はその意味を表現する固有の名称を 1

個保有する．Webページの収集において，我々は収集され

るページの目標値を設定し，収集されたページ数が目標値

を上回るか否かに注目する．目標値自体は，サブドメイン

に含まれる概念の名称がすべて含まれていることを示す検

索式を用いて，実際に検索を試行的に行い設定するのがよ

い．次章での支援ツールでは，この目標値のデフォルト設

定は 20である．目標値を上回らないということは，Web

上にある文書（ページ）の観点から，検索に用いた概念群

が相互に無関係すぎることを示している．Webページ収集

における第 1の問題点は，サブドメインという形である程

度相互に関連の深い概念を集めて検索を行っても，検索さ

れるページ数が目標値に達しない場合があることである．

第 2の問題点は，たとえ目標値以上の数のページが検索さ

れたとしても，ドメインオントロジに概念を追加するとい

う点から不要なページが含まれている場合があることであ

る．これらの問題点をそれぞれ解決するために，我々はシ

ンプソン係数とNormalized Term Frequency（NTF）をそ

れぞれ用いることとした．

最初に，ある目標値以上のページを検索するためには，

検索式を構成する概念名をいくつか除外する必要がある．

シンプソン係数は 2つの語句の類似性を示す指標の 1つで

ある [29]．他の概念名とのシンプソン係数が最小である概

念を順番に除外することで，検索されるページ数の増加を

目指す．2つの語句 ccと c とのシンプソン係数 S(cc, c)の

定義は以下である．

S(cc, c) =
Hit(cc&c)

Min(Hit(cc),Hit(c))

ここで，Hit(q)は語句 qが出現するという条件によって検

索されるページ数であり，q&pは，語句 pと qが双方出現

することを示す条件式である．また，Min(x, y)は xと y

のうちで小さい値を返す．

次に，不要なページを除外するために，それぞれのペー

ジの NTFを計算し，NTFがある値より小さいページを不

要なページと見なし除外する．NTFは当該のページがサ

ブドメインとどれだけ関係が深いかを示す指標であり，サ

ブドメインオントロジ sdのページ dの NTF は以下の式

に従い計算される．

NTF (sd, d) =
∑N

i=1 tf({d}, ci)
Count(d)
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ここで，Count(d)はページ dに含まれる語句の数，N は

サブドメインオントロジ sdに含まれる概念数，ci は sdに

含まれる i番目の概念，そして tf({d}, ci)は，ページの集

合 {d}に含まれるすべてのページにおける ci の出現頻度

の合計である．

4.5 ステップ 3：追加概念候補の検索とそれらの優先度

付け

前述のステップ 2で検索されたWebページ群に出現す

る語句が，基本的にはオントロジへの追加概念の候補であ

る．しかし，検索されたそれぞれのWebページには多数

の不適切な文が含まれているので，それらをフィルタリン

グする．たとえば，コピーライトに関する記述や，著者紹

介，宣伝広告を表す文が不適切な文に相当する．まず，検

索されたWebページ中に出現する文の中で，サブドメイ

ンオントロジに含まれる概念を表す語句を含む文のみを残

し，残りを除去する．そして，概念を表す語句と共起関係

にある語句を追加概念の候補とする．候補となった語句の

品詞に基づき追加する概念の型の候補を決める．次に，文

中において，既存概念を表す語句と概念候補の語句の係り

受け関係に着目し，候補をどの既存概念とどのような型の

関連を用いて，サブドメインオントロジに追加するかの候

補を決める．上記の概念の型および関連の型の候補選定は

TCORE [9]での手法をそのまま利用している．具体的に

は，サ変動詞と動詞は function，形容詞は qualityとしてい

る．名詞は object，actor，constraintのいずれかとして，

オントロジ拡充者が選択することになる．既存概念と追加

概念候補はWebページ中の文において共起関係がある．既

存概念と追加概念候補の型が，objectと functionの場合，

apply関係を候補とし，actorと functionの場合，perform

を候補とする．qualityもしくは constraintが一方の型で

ある場合，has-a関係を候補とする．その他の場合はオン

トロジ拡充者が選択することになる．

我々は上記のフィルタリングによって不要な文を除去し

たWebページ群を用いて，個々の既存概念ごとの視点か

ら，概念候補を優先度付けする．我々は確率差（PD: prob-

ability difference）と term frequency × inverse document

frequency（TF × IDF）というメトリクスを用いて概念

候補の語句を優先度付けする．PDはある文書に出現する

2つの語句の共起関係に基づき定義されており，形態素解

析ツール KH coder [30]で採用されている．TF × IDF に

よって，“the”や “http”等の一般的過ぎる語句の優先度を

下げる．TF × IDF は，語句の頻度とともに文書内での分

布も考慮することで，当該語句が一般的か否かを予測して

いる．

まず，PDの形式的な定義を以下に示す．複数の文から

構成される文書 dに基づき，候補となる語句 t を既存概念

cに追加すべきか否かを検討しているとする．この設定に

おいて，PDは以下のように定義される．

PD(c, t, d) =
lines(d, {c, t})
lines(d, {c}) − tf({d}, t)

line(d)

上記において line(d)は dに含まれる文の数，lines(d, S)

は dに含まれる文の中で，語句の集合 S に含まれるすべて

の語句が含まれる文の数，そして tf({d}, t)は前述のNTF

での補助定義と同様に，文書集合 {d}に含まれる文書に出
現する語句 tの数（頻度）である．t，cの共起頻度頻度が

高ければ，PDは大きな値をとる．加えて，t，cの単独出

現頻度が高ければ，たとえ共起頻度が高くても，PDが低

い値をとるように調整されている．文書 dは既存概念 cが

含まれる不要文書除去後のWebページ群を連接したもの

である．

次に，TF × IDF の定義を以下に示す．TF × IDF は，

ある語句 tが文書の集合 DS において頻繁に出現するが，

DS に含まれる多数の文書には出現しないことを数値とし

て以下のように表す．

TF×IDF (t,DS) = tf(DS, t)×
(

log
( |DS|

df(DS, t)

)
+1

)

上記において，tf(DS, t)は，NTF や PD での補助定義

と同様に，語句 t が文書の集合 DS に属する文書すべて

に出現する数（頻度），|DS|は DS に含まれる文書の数，

df(DS, t)は tが含まれる文書の数である．DS は概念候補

tが追加されるかもしれない既存概念を含む不要文書除去

後のWebページ群である．

4.6 ステップ 4：追加すべき概念の選択

このステップまででサブドメインに追加すべき新概念の

候補がほぼ自動的に収集され優先度付けされている．こ

の段階で実際に概念の追加を対話的に行う．ステップ 3

において，それぞれの既存概念に追加すべき概念候補が

PD によって優先度付けされている．それぞれの候補の

TF × IDF の値も知ることができる．これらの数値と概念

候補となる語句自体を分析者が吟味し，既存概念に候補を

新概念として追加する．

このような判断は分析者が自身の経験や従事しているプ

ロジェクトの性質等を考慮して主観的に選択してよいが，

手法の情報を以下のように活かすことを推奨している．ま

ず，ある既存概念，たとえば「商品」に注目し，追加概念

の候補群を閲覧する．閲覧に際しては，PDの大きい順に

列挙することで，既存概念と共起しており，かつ，単独出

現は少ないものが上位に配置される．ここで，候補として

「ICタグ」という語句が上位にあったとする．この候補は，

「商品に ICタグを付ける」や「ICタグがついた商品を…」

等の文から候補となる．他の候補としては「登録する」，

「削除する」等があるかもしれない．なお，既存概念との共

起関係の多さにはかかわらず，出現頻度の多さと出現の局

所性に注目したい場合は，PDの代わりに，TF × IDF を
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図 4 ツール OREW の画面例：候補の優先度付けと概念の追加

Fig. 4 A snapshot of OREW: Prioritizing candidates of concepts to be added.

用いて候補群を列挙してもよい．ステップ 3で述べたよう

に，既存概念と候補の品詞に基づき，手法は既存概念と候

補間の関係案が提示されることもある．

5. OREW：オントロジ拡充法実施ツール

前章で述べたオントロジ拡充法を実施するため，我々

は支援ツール OREW（domain Ontology Reconstruction

Environment by Web search）を開発した．前章での拡充

法を具体的に実施するためには，グラフ構造で表現された

特定のオントロジの文法を想定しなければならない．現在

の OREWの実装では，3 章で述べた ORE法の文法を想

定している．

OREWは前章でのステップ 1，2，3の以下の設定を除

いたすべてを自動的に遂行する．ステップ 1では利用者は

分割するサブドメインオントロジの数を指定する必要はあ

る．ステップ 2では OREWは “Yahoo! Web API” *1を利

用してWebマイニングを自動的に行う．ステップ 3では

句読点に基づき検索された文書から文を自動的に認識する

が，認識後の文の区切りを利用者が修正してもよい．また，

追加概念の候補数を指定する必要はある．なお，Step 2に

おいて収集されるWebページは，HTMLおよびテキスト

ファイルに限られており，PDF，DOC，PPT等の文書に

は対応していない．

ステップ 4では，OREWは図 4 に示すような GUIを

利用者に提供することで，利用者が新概念候補の選択と

追加の支援を行う．図 4 の例では，既存概念 “Conference

Paper”に新しい概念 “Technical Paper”が追加されたとこ

ろを示している．サブドメイン数の数指定，目標ページ数

の指定，概念候補の数の指定を除き，新しい概念 “Technical

Paper”が追加される前の画面は，ツールですべて自動生

成されている．ツール利用者は図に示すようにオントロジ

*1 http://developer.yahoo.com/

のグラフ構造をブラウズできる．図の右には “Conference

Paper”への追加概念候補がリストとして列挙されている．

それぞれの候補は TF，TF × IDF，PD の数値が示され

ており，どれかの数値で整列させることができる．図で

は PD に基づき整列されている．4.6 節の後半で述べた

ように，TF × IDF，PD の数値を参考に，どの候補か

ら追加する検討を行うかを決める．なお，4.6 節の手法で

は言及されていないが，OREWでは単純な語句の出現数

である TF の情報も与えている．リストの左端のチェッ

クボックスにチェックを入れることで，候補を実際に追

加することができる．4.5 節で述べたように，追加の際に

は品詞に基づき概念の型の候補，および係り受け関係に

基づき既存概念との関係の型の候補が示される場合があ

る．図 4 の例では，“Technical Paper”は名詞であるため，

object，actor，constraintが該当するが，objectを選択し，

“Technical Paper”と “Conference Paper”は，名詞と名詞

であるため，利用者が関係を設定しなければならない．画

面例では is-aに設定している．なお，ツールの性能につい

ては 6.5 節で紹介する．

6. 評価

我々のオントロジ拡充法と，その支援ツール OREWを

評価するために実験を行った．本章では実験の詳細と結

果および考察を述べる．OREWはオントロジを拡充する

ツールであるため，本稿の評価点は拡充されたオントロジ

が拡充前のものよりも有効であるか否かである．オントロ

ジ等のドメイン知識を用いた要求獲得が用いない場合より

も有効であることはすでに他の文献 [31]で発表されてい

る．また，たとえドメイン知識が提供されたとしても，オ

ントロジを利用するツールを用いた方が，用いない場合よ

りも有効であることもすでに他の文献 [10]で発表されてい

る．よって，本章にあるようなオントロジの違いにのみ着

目した実験を行った．
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6.1 仮説

我々は拡充されたドメインオントロジが要求獲得結果の

品質を向上させることを期待している．要求獲得結果の品

質の中でも，完全性（Completeness）と正当性（Correct-

ness）は重要な品質因子であり [32]，拡充されたオントロ

ジが貢献可能な項目である．そこで，我々は以下の仮説に

まず注目する．

H1：拡充されたオントロジで要求獲得を行うと，拡充

前のオントロジで獲得を行うよりも，要求仕様書がよ

り完全になる．すなわち，漏れの少ない要求仕様書と

なる．

H2：拡充されたオントロジで要求獲得を行うと，拡充

前のオントロジで獲得を行うよりも，要求仕様書がよ

り正当になる．すなわち，誤りの少ない要求仕様書と

なる．

もし，拡充されたドメインオントロジが獲得結果の向上

に貢献するなら，拡充前後のオントロジの特徴の違いを見

極めたい．我々のオントロジ拡充法および支援ツールで

は，ドメインに特化した概念に，その補足となる概念が追

加されてゆくように設計されている．また，我々は追加さ

れる概念は解決法 [33]寄りの概念が多いと予測している．

なぜなら，暗号化技術や ICタグ等，情報技術（IT）の解

決法は異なる多数の分野（ドメイン）に利用可能だからで

ある．以上をふまえ我々は以下の仮説を設定した．

H3：我々のオントロジ拡充法とツールによって追加さ

れる概念は，ドメインに特化したものというより，一

般的なものである．

H4：我々のオントロジ拡充法とツールによって追加さ

れる概念は，対象世界の問題に関するものよりも，解

決法に関するものの方が多い．

H5：追加される概念を，問題フレーム [33]で定義され

た causal，biddable，lexicalの分類すると，なんらか

の偏りがある．causalの概念は機械や電気部品等，因

果律に大きく影響をうける概念である．biddableは人

間のように自律的であり予測が難しい対象を表す概念

である．lexicalはデータや情報を表す概念である．

6.2 データと被験者

以下の 2種類のオントロジを本実験の入力とした．これ

ら拡充する前のオントロジを初期オントロジと呼ぶ．

• IOpos：POS（point of sales）システムのオントロジ．

このオントロジはあるツールで [34] で生成されてお

り，その生成には 14個の POSシステムに関する文書

が利用された．生成に使われた文書のサイズはそれぞ

れ A4用紙に 3から 23ページ程度である．

• IOconf：EasyChair等の国際会議開催支援システムの

オントロジ．このオントロジは国際会議運営の専門家

によって作成された．作成に際して同専門家はいくつ

かの実システムの調査を行っていた．

IOpos および IOconf を用いた要求獲得におけるオントロ

ジ参照の作業負担を均等にするため，概念の数がほぼ同じ

になるように調整を行った．オントロジによって獲得され

る要求項目の漏れのなさや誤りの少なさは，オントロジの

規模に影響されない．しかし，獲得自体は人間の被験者が

行うため，規模の違いによる被験者の労力の違いが，作業

の集中力に影響を与える．この影響を排除するためオント

ロジの規模はほぼ同じとした．IOpos はそのまま利用した

が，IOconf は is-aの下位階層，同義語，品質等の一部に相

当する概念の一部を削除することで，IOpos とほぼ同じ規

模に調整した．実際の規模については 6.5 節で紹介する．

著者のうちの 1 人が OREW を用いて，IOpos および

IOconf の拡充をそれぞれ行った．それぞれの拡充には，そ

れぞれおよそ 4時間を費やした．IOpos を拡充したオント

ロジを EOpos，IOconf を拡充したオントロジを EOconf

と呼ぶ．なお，EOd（EOd は EOpos または EOconf）は，

IOd に含まれるすべての概念と関連を含んでいる．

我々は 2人の被験者 Subjectaおよび Subjectbにそれ

ぞれのオントロジを用いて要求獲得を行うように依頼した．

被験者はソフトウェア工学分野の学部 4年生であり，プロ

グラム言語やソフトウェア工学の基礎的知識は習得済みで

ある．POSや国際会議開催支援業務に関する事前知識の差

も被験者間にはないことを確認した．要求獲得には 3 章で

説明した ORE法とツールを利用してもらった．拡充前後

のオントロジは被験者以外によって作成されているため，

要求獲得は学習効果の影響を受けていないと考えられる．

3 章で説明した ORE法とツールでは，初期要求のリス

トとドメインオントロジを入力として，要求獲得を行うこ

とを想定している．そこで，我々は以下の 2つの初期要求

リスト（IRL: Initial Requirements List）を準備した．

• IRLpos：POS分野の初期要求リスト．

• IRLconf：国際会議開催支援システムの初期要求リ

スト．

初期要求リストのサイズも 6.5 節で紹介する．3 章で説

明した ORE法とツールにおける要求獲得とは，初期要求

リストをもとに，要求リストの項目数を増やすことである．

もし，初期要求リストが拡充後のオントロジに有利なよう

に準備されていた場合，実験の意味がないため，そうなら

ないように初期要求リストを準備した．具体的には，図 1

における要求項目とオントロジ上の概念との対応付けに関

しては，拡充前後のオントロジに差が出ないような初期要

求リストを準備した．

6.3 実験設計

6.2節で述べたように，著者の 1人が IOposおよび IOconf

それぞれをもとに拡充を行い，EOpos および EOconf を得

る．3 章で紹介した ORE法とそのツールを被験者が学ぶ
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表 1 それぞれの被験者の要求獲得の試行の順序

Table 1 The order of requirements elicitation for each

subject.

Subjecta Subjectb

1 回目 IRLstock and Ostock

2 回目 IRLconf and IOconf IRLconf and EOconf

3 回目 IRLpos and EOpos IRLpos and IOpos

ために，別途，株価監視システムのオントロジ Ostock と初

期要求 IRLstockを準備し，被験者に手法とツールを学んで

もらう．

前述の仮説 H1，H2を確認するために，被験者に初期要

求リストとオントロジを利用して要求獲得を実施してもら

う．獲得の際，オントロジに加えて一般的なWeb検索を

行うことも被験者に許可する．もし，一般的なWeb検索

が頻繁に行われる場合，オントロジを用いた要求獲得法自

体が支援となっていないことを示すことになる．この点を

確認するために，あえて，一般的なWeb検索を禁止しな

かった．学習効果による実験結果の影響を低減させるため

に，表 1にあるような順番で，それぞれの被験者に要求獲

得を行ってもらう．要求獲得を行う回数が増えれば，被験

者は獲得作業に慣れてくるため，結果は後に行われたもの

ほど良くなる可能性がある．そこで，一方の被験者は拡張

前のオントロジを用いた獲得の後に拡張後のオントロジを

用いた獲得を行い，他方は逆順で獲得を行うことにする．

具体的には，Subjecta には，まず IOconf を用いた獲得を

行ってもらい，次に EOpos を用いた獲得を行ってもらう．

反対に，Subjectb には，まず EOconf を用いた獲得を行っ

てもらい，次に IOpos を用いた獲得を行ってもらう．どち

らの被験者も IOd もしくは EOd を用いた獲得作業を行う

前に，獲得法を学ぶため，Ostock を用いた獲得を行っても

らう．獲得作業は 2時間程度とするように依頼する．長時

間の作業を行うと，作業に集中できなくなり結果にノイズ

が入る可能性がある．被験者が学生であることを考えて，

授業時間より少し長い 2時間を集中が持続可能な時間と判

断した．

6.4 データ収集と測定

仮説 H1と H2のために，漏れなく誤りのない完全な要

求項目リスト，すなわち正解の要求項目リストが必要であ

る．我々は実験前に専門家の力を借りて，正解の要求項目

リストを準備した．しかし，実験を通じて被験者は我々の

見落とした正解となる要求項目を見つける場合もある．そ

こで，我々は正解の要求リストを以下のように定義する．

• 正解の要求リスト RRLd は，事前に我々が準備した要

求リストと，被験者が獲得した要求項目の中で正解と

見なしてよいものの和集合である．なお，正解の要求

リストには初期要求項目は含めないものとする．すな

わち，IRLd ∩ RRLd = φである．

本実験では，ドメインオントロジを用いて要求獲得を行

うことで，初期要求項目のリスト IRLd が拡充される結果

に注目している．以下に実験結果を評価するためのデータ

となる拡充された要求項目リストの定義を示す．

• ERLd(Od)：あるドメイン d の初期要求項目のリス

ト IRLd をドメインオントロジ Od を用いて拡充さ

れた要求項目リストである．なお，初期要求リスト

は拡充された要求リストから除外する．すなわち，

IRLd ∩ERLd(Od) = φ である．Od は，実際には以下

のどれかの値をとる：IOpos，EOpos，IOconf，EOconf．

ERLd(Od)は獲得を行う要求分析者（被験者）に依存す

るが，本実験ではその点を考慮しない．この点の考慮なし

でも実験結果が影響を受けないように，最低限のソフト

ウェア工学の知識を持つ要求獲得の技量に大きく差のない

者を被験者とした．

上記に定義した数値を用いて，以下のように，あるド

メインオントロジの完全性（Completeness）および正当性

（Correctness）を定義する．

• 完全性：Comp(Od) = |RRLd∩ERLd(Od)|
|RRLd|

• 正当性：Corr(Od) = |RRLd∩ERLd(Od)|
|ERLd(Od)|

これら 2 つは情報検索分野における recall と precision

の指標にほぼ相当する．完全性と正当性は本来は要求項目

ERLd(Od)の性質ではある．しかし，この実験では，これ

らの性質は Od によってもたらされた ERLd(Od)の性質と

いえるため，それぞれComp(Od)，Corr(Od)のようにドメ

インオントロジ Od の性質とした．実際には ERLd(Od)の

完全性や正当性は獲得を行う分析者の力量や知識，作業時

間等，他の要因も影響する．これらの影響を排除するため

に複数の被験者，一定の作業時間を設定した．なお，我々

は被験者に対し，2時間の作業時間が十分であったか否か

を照会する．また，獲得中に一般的なWebサーチをどの

程度利用したかも観察する．

仮説 H3，H4，H5のため拡充前後のオントロジに含まれ

る概念に注目する．具体的には，オントロジの拡充によっ

て，特定種類の概念の割合が増減したかに注目する．種類

の詳細については後述する．このような増減を測定するた

めに，我々は以下のような関数を導入し，概念の数や割合

を測定した．

• Concept(X)：あるオントロジ X に含まれる概念の

集合．

• Type(C, d, t)：概念の集合 C に含まれる t型の概念を

すべて集めた概念の集合．C に含まれる概念はドメイ

ン dのドメインオントロジに含まれる．ある概念があ

る種類 t型であるか否かは，場合によっては分析者が

主観的に判断しなければならない．よって，この関数

の計算には分析者の主観が関わる．

• 集合演算に一般的に用いられる演算子も用いる，たと
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えば集合 S の要素数 |S|，補集合 S̄，差集合 S − T 等．

上記に基づきそれぞれのドメイン dについて下記の値を

導出する．

• Concept(IOd)：ドメイン d の初期オントロジに含ま

れる概念集合．

• Concept(EOd) − Concept(IOd)：オントロジ拡充に

よって追加された概念の集合．

• |Type(Concept(EOd)−Concept(IOd),d,t)|
|Type(Concept(IOd),d,t)| ：t型の概念の増加

率．これを我々は Gain(d, t)と略記する．その理由

は電気等の増幅率（ゲイン）と意味が似ているからで

ある．

この実験では以下の 4 つの概念に関する分類に着目す

る．それぞれの分類において，相互の型は排他的である．

• general型もしくは specific型：

ある概念があるドメインに特化した概念である場合，

specific 型であり，そうでなければ general 型に分類

する．以下の例では，”paper submission”は会議運

営 (”conference management”)分野に特化した概念だ

が，”password”はそうではないため，前者は specific

型，後者は general型となっている．

Type({”paper submission”, ”password”},
”conference management”, ”general”)

= {”password”}
• solution型もしくは problem型：

ある概念が暗号化や ICタグ等の解法に関することの

場合，その概念を solution 型と見なし，それ以外を

problem型と見なす．

• causal型，biddable型もしくは lexical型：

これらの型は問題フレーム [33] に由来する．ある概念

が機械や電気部品のように因果律に従う場合，その概

念を causalとする．ある概念が人間のように自律的

で予測が困難なものである場合，その概念を biddable

型とする．ある概念がデータや情報を示す場合，その

概念は lexical型とする．

• any型：

すべての概念は any型を持つと定義する．この型は単

に型に関係なくオントロジ拡充の増幅率（ゲイン）を

知るために用いる．

6.5 結果

最初に表 2に初期および拡充されたオントロジの規模を

示す．前述のとおり拡充は著者の 1人によって OREWを

用いて行われた．それぞれのドメインにおいて，拡充は 4

時間ほどの時間を要した．OREWの運用に際して，サブ

ドメイン数は 7とし，目標ページ数は 20，概念候補数は 20

と設定した．1つのサブドメインを構成する概念が平均し

て 3個程度になるように，7という数値は設定された．入

力とするオントロジの規模が 40概念程度であり，運用経験

表 2 オントロジの規模（注：練習で使ったオントロジの規模は 69）

Table 2 The sizes of ontologies (Note: |Concept(Ostock)| is 69).

d pos conf

|Concept(IOd)| 43 42

|Concept(EOd)| 94 98

|Concept(EOd) − Concept(IOd)| 51 56

Gain(d, ”any”) 118.6% 133.3%

より，およそ半数が名詞となるためである（40/7/2=2.8）．

目標ページ数は 3個の検索語の AND検索の試行より決め

た．概念候補数の 20個も経験的に，20個の候補を設定す

れば，漏れは少なく，また，図 4 に示した UIにおいても

一覧性があるため，この数値が設定された．4時間の拡充

時間のうち，後半の 2時間が，図 3 の Step 4に費やされ

た．表 2 にあるように初期概念数が 40個程度なので，1

つの既存概念に対する追加概念候補の検討には平均して 3

分ほど費やしている．よって，人間が最終的に候補を採択

する作業が大きな負担ではないと考えられる．実際，拡充

を行った者に，この点を照会したが，利用性に関しての苦

情はなかった．表 2 に示すように，結果として追加された

概念は既存の 1概念あたり 1個程度である．追加された概

念がなかった場合から 4個の場合もあり，既存概念によっ

てばらつきは大きい．候補が 20個提示されるため，候補

の採択率は 5%程度（1/20）となり低い値である．たとえ

ば，ドメイン confにおける「論文」への追加候補として

「教育」，「免許」，「科学研究費」があがったが，これらは採

択されなかった．20個すべて採択されることはなかったた

め，本来候補となるべき概念が候補から漏れていたことは

ないと考えられる．

Step 1，3はほとんど時間がかかっておらず，Step 2がお

よそ 2時間かかっている．ページの検索およびダウンロー

ド自体，時間がかかることと，目標ページ数（この実験で

は 20ページ）に達しない場合，サブドメインから概念を減

らして，再試行を行うため，このように長い時間がかかっ

た．再試行も自動的に行われるため，拡充を行う人間が関

与する必要はない．なお，20ページ程度のページを収集す

れば，適切な追加概念の候補を含むページを収集できるこ

とを，ツールの動作テストを通して調べた．本実験では，

Core2duo 2 GHz，メモリ 2 GB，Windows XP OSのラッ

プトップを用いて行った．通信回線は有線のイーサネット

（100Base-T）である．

表 2 に示すようにどちらのオントロジもおよそ 2倍の

規模となっているため，提案手法および OREWによるオ

ントロジの増幅率（ゲイン）はおよそ 100%となる．なお，

拡充されたオントロジについては，規模を揃えるための概

念の削除等は行っていない．

次に表 3 に仮説 H1，H2に関係するデータである初期

および拡充された要求リスト，およびそれらの完全性およ
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表 3 要求リストと拡充と完全性，正当性

Table 3 Requirements lists and their Completeness and

Correctness.

d pos conf

Od IOpos EOpos IOconf EOconf

|IRLd| 11 10

|ERLd(Od)| 26 58 33 65

|RRLd| 71 91

|ERLd(Od) ∩ RRLd| 18 50 29 59

Comp(Od) 24.4% 70.4% 31.9% 64.8%

Corr(Od) 69.2% 86.2% 87.9% 90.8%

2 時間で十分か？ Yes No Yes No

び正当性を示す．表の読み方を，POSドメインについて

拡充前のオントロジ IOpos を用いた獲得を利用して説明す

る．POSドメインの初期要求リスト IRLpos は 11項目の

要求文を含んでいた．それが，拡充前のオントロジ IOpos

によって，26個の項目が増えた．正解の要求項目は 71項

目だが，拡充された 26個のうち，18個が正解に含まれてい

た．よって，完全性および正当性はそれぞれ 24%，69%と

なった．結果として，どちらのドメインの場合も，完全性

および正当性の双方が改善されている．

表 3 の最終行は 2時間の獲得時間が十分か否かを被験

者に尋ねた結果を示している．拡充前のオントロジ（IOd）

を用いた場合，2時間は十分であると答えたが，拡充後の

オントロジ（IEd）を用いた場合は不足していると回答し

た．しかし，被験者らには事前に 2時間程度で終えるよう

に依頼したため，拡充後のオントロジ（IEd）を用いた場合

でも 2時間に収まるように作業をしたという回答も得た．

実験中の被験者の観察から，一般的なWeb検索はほとん

ど行われていなかったことが分かった．この結果より，オ

ントロジを用いた要求獲得法それ自体が支援となっていた

ことが分かった．

最後に表 4，表 5 および 表 6 に，オントロジ拡充に

よって生じた，それぞれの分類における概念の型ごとの

増幅率を示す．たとえば，表 4 では，Gain(d, ”general”)

が 307.6%であり，これは，POSのドメインオントロジを

OREWで拡充したところ，general型の概念に関して，も

とからある概念に，およそ 3倍の概念が追加されたという

ことを示している．

6.6 議論

仮説 H1と H2では，拡充されたオントロジが獲得され

る要求項目の品質に与える影響に注目している．表 3 に示

すように，要求項目の完全性は，拡充されたオントロジに

よって，POSおよび国際会議開催支援どちらの場合も 2倍

程度に改善されている．よって，仮説 H1は正しいと考え

られる．オントロジ拡充によって情報が増えているため，

完全性が改善されることは，容易に予測される結果である．

表 4 general 型もしくは specific 型概念の増幅率

Table 4 Increasing Rate of general or specific concepts.

d pos conf

Gain(d, ”general”) 307.6% (40/13) 163.1% (31/19)

Gain(d, ”specific”) 36.6% (11/30) 108.6% (25/23)

表 5 problem 型もしくは solution 型の増幅率

Table 5 Increasing Rate of problem or solution concepts.

d pos conf

Gain(d, ”solution”) 133.3% (20/15) 212.5% (17/8)

Gain(d, ”problem”) 110.7% (31/28) 114.7% (39/34)

表 6 Icausal 型，biddable 型もしくは lexical 型の増幅率

Table 6 Increasing Rate of causal, biddable or lexical concepts.

d pos conf

Gain(d, ”causal”) 150.0% (12/8) 350.0% (21/6)

Gain(d, ”biddable”) 215.3% (28/13) 100.0% (17/17)

Gain(d, ”lexical”) 50.0% (11/22) 94.7% (18/19)

要求項目の正当性についても，微増ではあるが，拡充され

たオントロジによって改善されている．よって，仮説 H2

も正しいと考えられる．一般に提供される情報が単に増加

するだけでは，正確さに相当する正当性は誤った情報や不

要な情報によって減少する場合が多い．しかし，本実験か

らは，完全性だけでなく，正当性も改善されており，要求

獲得結果の漏れのなさ（完全性）および誤りの少なさ（正

当性）の双方に貢献しているといえる．これは，提案手法

によるオントロジの拡充は，ドメインに特化した概念をよ

り正確に理解することに貢献した結果であると思われる．

仮説 H3，H4，H5では，我々はどのような種類の概念

が提案したオントロジ拡充法で増幅されるかに注目してい

る．そこで，表 2，4，5 および 6 の Gain（増幅率）の値

を考察する．表 2 に示すように，概念の種類を区別しな

ければ，増幅率はおよそ 100%であるが，他の表にある種

類別の増幅率は 100%とは異なる値のものが多い．表 4 に

示すように，POSおよび会議支援分野のどちらの場合も，

general型の概念（一般的な概念）は，specific型の概念に

比べ増幅率が大きいため，仮説 H3は正しいと思われる．

同様に，表 5 の結果から H4も正しいと思われる．表 6 の

結果から，POSおよび会議支援双方において，causal型の

概念が lexical型の概念よりも増幅率が大きい．仮説 H5は

仮説というより模索的な質問に相当する．よって，この仮

説に関しては，我々のオントロジ拡充法は causal型の概念

の追加を促進していると述べることができる．causal型の

概念は，機械や電気部品等の外部環境に相当するため，特

定分野には特化はしていないが，業務を理解するうえで提

供するに値する概念と思われる．よって，我々のオントロ

ジ拡充法が，当初の目標どおりに機能していることの一端

を H5から確認することができた．
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6.7 妥当性への脅威

ソフトウェア工学の評価実験において，実験方法と結果

の妥当性を脅かす因子を明確にすることが求められている．

たとえば，本実験において単一被験者が，最初に拡充前の

オントロジを使った要求獲得，次に拡充後のオントロジを

使った要求獲得を順に行った場合，学習効果によって，後

者に有利なバイアスがかかっている疑いが生じる．近年，

このような因子は “Threat to Validity”という見出しを用

いて，以下の 4つの視点から行うことが一般的になりつつ

ある [35], [36]．本稿での実験も，この 4つの視点から，実

験方法と結果が妥当であるか否かについての考察を行う．

6.7.1 内部妥当性

実験データ（独立変数）に悪影響を与える要因の有無を

検討する．本実験での独立変数はオントロジと要求項目リ

ストである．要求項目リストについては，表 1に示すよ

うに，同じ被験者が同じリストを 2回利用しないようにす

ることで，学習効果の影響を排除した．初期要求リストに

含まれる概念群は拡充前のオントロジに含まれるものがほ

とんどである．よって，拡充されたオントロジに有利なよ

うには設計されていない．オントロジの拡充は著者の 1人

が逐次的に行ったため，学習効果は排除されていない．し

かし，本実験では拡充された 2つのオントロジ EOpos と

EOconf の比較を行っているわけではないので，この点は内

部妥当性への脅威とならない．6.2 節に述べたように，実

験前に，IOconf は IOpos とサイズを揃えるため，概念の削

除を行っているため，拡充されたオントロジに有利なよう

にバイアスがかかっている恐れはある．しかし，提案した

オントロジ拡充法によって拡充が期待される概念を優先的

に削除したわけではないため，バイアスは小さい，もしく

はないと考える．

6.7.2 外部妥当性

実験結果が一般的か否かを検討する．本実験ではオント

ロジの拡充をした被験者と，それを用いて要求獲得を行っ

た被験者は異なる．よって，この点における学習効果によ

る影響はないという意味で一般的である．提案したオン

トロジ拡充法の一部は拡充を行う者の主観に依存してい

る．また，本実験ではたった 1人の被験者が拡充を行った．

よって，他の者が拡充を行った場合，異なるオントロジに

拡充される可能性があるという点において，一般性が低い．

拡充および獲得を行った被験者は学生であるため，一般の

技術者が行った場合とは異なる結果になっている可能性が

あるという点で一般性が低い．

6.7.3 構成妥当性

測定したデータが測定したいことを反映しているか否か

を検討する．我々は仮説群で利用する変数を直接的に測定

している．しかし，H3，H4，H5では概念については測定

を行っているが，概念間の関係については測定を行ってい

ない．また，ある概念が一般的であるか特殊であるか等の

型分類は，一部的，実験者の主観に頼る部分があるため，構

成妥当性への脅威となる．仮説 H1，H2については正しい

要求項目リスト RRLdが必要であった．RRLdと拡充され

たオントロジの双方は著者らによって作成されたため，こ

れら 2つに因果関係があるかもしれない．表 3 の最終行に

示すように，拡充されたオントロジを用いた場合，2時間

以上の作業時間が必要であったように見られる．作業時間

を 2時間に制限しなかった場合，H1，H2に関係する完全

性，妥当性の数値は変化した可能性がある．しかし，時間

不足を申し出たのは，拡充したオントロジ側であり，時間

の制限をなくしたり，休憩を入れたうえで作業を継続した

としても，H1，H2の仮説に有利な変化となると思われる．

なお，本実験では，オントロジの増幅（H3，H4，H5）

が原因となり，要求獲得結果の改善（H1，H2）となった

ことの分析は行っていない．よって，要求獲得結果の改善

（H1，H2）とオントロジの増幅（H3，H4，H5）の双方に

影響を与える因子が存在することは否定できない．

6.7.4 結論妥当性

同様の実験を行った場合，同じ結果が得られるか否かの

脅威を検討する．データが 2件のみであるため，統計的検

定を行っておらず，妥当性への脅威が残る．

7. 結論

本稿では要求獲得のためのドメインオントロジを拡充す

るための手法を提案し，その評価を行った．ドメインオン

トロジがドメインに特化した文書や専門家のみから抽出し

たものである場合，そのドメインオントロジを利用した要

求獲得において，要求の抜けや誤りが生じる場合がある．

提案手法の目標は，このようなドメインに特化したオント

ロジを要求分析者が理解するのに有益な概念を追加するこ

とである．そのような追加概念候補を探すために，我々は

Webマイニングと軽量化自然言語処理の技術を利用した．

我々は手法を実施するための支援ツールOREWを開発し，

拡充されたオントロジが有用なものとなっているか否かの

評価を行った．実験を通した評価の結果，我々の手法で拡

充されたオントロジは，要求獲得結果の品質向上に貢献し

ていることが確認できた．

4 章に述べたように，拡充法の最終ステップ以外は自動

的に遂行できる．しかし，追加概念候補を選択する部分は

分析者の主観的な判断を必要とする．今後は特に追加概念

候補の型および既存概念との関係の予測部分を改善した

い．現状では一般的な電子辞書やオントロジ等（たとえば，

WordNet [37]）を利用していない．よって，Webページに

出現する同義語等の処理を自動的に行うことができない．

この部分についても，今後，一般的な電子辞書やオントロ

ジ等を利用することで改善したい．
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